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ＮＰＯ法人つながる鹿児島 

２０１９年（令和元年）度定時総会資料 

 

総会式次第 

 

１．開会の辞 

 

２．理事長挨拶 

 

３．議長選出  

 

４．定足数確認 

 

５．議事録作成者及び署名人の選任 

 

６．議案審議 

第１号議案 ２０１８年（平成３０年）度事業報告の件 

第２号議案 ２０１８年（平成３０年）度決算報告及び監査報告承認の件 

第３号議案 ２０１９年（令和元年）度事業計画案承認の件 

第４号議案 ２０１９年（令和元年）度予算案承認の件 

第５号議案 資産の総額の確認に関する件 

第６号議案 役員選任に関する件 

 

７．その他 

 

８．閉会の辞 

 

※監査報告書 

 

～その他資料～ 

 

 

 

日  時  ２０１９年（令和元年）５月２１日（火）午後７時００分～ 

場  所 鹿児島市下荒田４丁目１１−９ しのびビル下荒田２Ｆ 

（一般社団法人 Saa・Ya ） 
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正会員総数 ５９人 

出 席 者 １２人 

委 任 状 １２人 

 

議    長  芝田 淳 

議事録作成者  前田 健吾 

議事録署名者  溝延 祐樹 

議事録署名者  野口 英一郎 
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第１号議案 ２０１８年（平成３０年）度事業報告の件 

 

２０１８年（平成３０年）度事業報告 

自２０１８年（平成３０年）４月１日至２０１９年（平成３１年）３月３１日 

 

１．事業実施の概要 

 

当法人の定款上の事業内容は次のとおりである。 

 

（１）特定非営利活動に係る事業 

 

①身寄りがない方々等が主体となる互助会の運営事業 

②身寄りがない方々等を対象とする人権擁護活動事業 

③身寄りがない方々等を対象とする福祉，就職，法律相談事業 

④身寄りがない方々等の相互交流事業 

⑤身寄りがない方々等が居住，医療，介護等において排除されることがないようにするための

研究事業 

⑥身寄りがない方々等及び彼らの抱える社会的または経済的問題を理解し，彼らに対するあら

ゆる差別をなくすための啓発事業 

⑦身寄りがない方々等及び彼らの抱える経済的問題に関する調査及び研究並びにこれらに基づ

く提言の公表事業 

 

（２）その他の事業 

 

①出版事業 

②物品の販売事業 

 

以上の定款上の事業内容に応じて，活動を分類すると，次のとおりの事業を実施した。 

 

（１）特定非営利活動に係る事業 

 

①身寄りがない方々等が主体となる互助会の運営事業として，鹿児島地域で支えあう会（ゆく

さの会）の活動の支援を実施した。 

当該事業に関しては，２０１７年（平成２９年）８月から，本年度７月にかけて LUSHJAPAN

チャリティバンクの助成金を得て，『身寄り』問題解決のための当事者組織『鹿児島ゆくさの

会』の拡大充実プロジェクトを実施した。 

②身寄りがない方々等を対象とする人権擁護活動事業として，鹿児島地域で支えあう会（ゆく

さの会）の活動の支援を実施した。 

専門家によるアウトリーチ事業を実施することを計画していたが，実施できなかった。 

③身寄りがない方々等を対象とする福祉，就職，法律相談事業として，鹿児島つながる相談会

を実施した。 

④身寄りがない方々等の相互交流事業として，鹿児島地域で支えあう会（ゆくさの会）の活動
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の支援を実施した。 

⑤身寄りがない方々等が居住，医療，介護等において排除されることがないようにするための

研究事業として，厚生労働省社会福祉推進事業として「『身寄り』のない生活困窮者に対する

支援手法に関する調査研究事業」という名称の研究・調査事業を実施し，報告書を取りまと

めた。 

⑥身寄りがない方々等及び彼らの抱える社会的または経済的問題を理解し，彼らに対するあら

ゆる差別をなくすための啓発事業としては実施できなかった。 

支援者委員会において，『身寄り』対応マニュアルの作成・公表を目指したが，完成せず，次

年度も継続予定である。同様に，事業者委員会において，事業者の視点から見た『身寄り』

問題解決に向けた提言の作成・公表を目指したが，完成せず，次年度も継続予定である。 

 

（２）その他の事業 

 

①出版事業は，実施しなかった。 

②物品の販売事業は，実施しなかった。 

 

２．主な事業項目ごとの事業内容 

 

（１）厚生労働省社会福祉推進事業 

『身寄り』のない生活困窮者に対する支援手法に関する調査研究事業 

 

平成３０年度厚生労働省社会福祉推進事業である「『身寄り』のない生活困窮者に対する支援手

法に関する調査研究事業」を受託し，同事業を遂行し，報告書を取りまとめた 

 

（２）支援者委員会 

 

（１）の調査事業を実施するため，支援者委員会は実施しなかった。 

 

（３）事業者委員会 

 

（１）の調査事業を実施するため，事業者委員会は実施しなかった。 

 

（４）鹿児島ゆくさの会事業の応援 

 

①集会等の開催 

下記の表のとおりの集会等を開催した。 

 

日時 参加者数 主な内容 

2018 年 4 月 24 日 14 人 ４月定例会 

2018 年 5 月 29 日 18 人 ５月定例会 

2018 年 6 月 26 日 22 人 ６月定例会 
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2018 年 7 月 24 日 20 人 ７月定例会 

2018 年 8 月 18 日 24 人 みんなで鹿児島市サマーナイト花火をみる会 

2018 年 8 月 25 日 4 人 第１０回生活保護問題議員研修会で「会活動」を報告 

2018 年 8 月 29 日 15 人 ８月定例会 

2018 年 10 月 2 日 18 人 ９月定例会 

2018 年 10 月 30 日 17 人 １０月定例会 

2018 年 11 月 27 日 17 人 １１月定例会 

2018 年 12 月 26 日 18 人 １２月定例会 

2019 年 1 月 13 日 42 人 お雑煮を食べる会 

2019 年 1 月 27 日 18 人 １月定例会 

2019 年 2 月 1 日 4 人 やどかりｻﾎﾟｰﾄ主催ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ『「暮らす」を支える、

「地域」で支える』で「会活動」を報告 

2019 年 2 月 26 日 19 人 ２月定例会 

2019 年 3 月 24 日 15 人 ３月定例会 

2019 年 3 月 30 土 6 人 「生活保護と地域生活支援報告会」で「会活動」を報

告 

 

②つながるファイルの作成 

身寄りがない方が身寄りがないことで生じる困難にあらかじめ対処するための準備を行うた

めの文書である「つながるファイル」の作成をすすめた。まだ内容がしっかり定まらないと

ころであるため，一人ずつマンツーマンで作成を進めた。２０１９年（平成３１年）３月３

１日時点で約１５名の方が完成し，数名の方が作成途中である。 

なお，完成したファイルは原本を当人が保管し，副本を当法人が保管している。また，当法

人がいまだ充実した事務局を持たないため，臨時的な措置として，しばた司法書士事務所も

副本を保管している。さらに，みま～も・かごしまと連携し，完成者は「地域見守りキーホ

ルダー」を所持してもらうようにしている。これにより，緊急時の連絡が当法人またはしば

た司法書士事務所に入るようになるはずである。 

 

③個別支援活動 

通年，当事者どうしの互助，支えあい助けあいの活動が実施された。 

 

④Line 等 SNS を用いた当事者相互の見守り・支えあい活動 

２０１８年（平成３０年）６月から，Line を用いた当事者相互の見守り・支えあい活動が始

まった。参加者は７名である。 

 

（４）「鹿児島つながる相談会」 

 

通年，毎月第３土曜日の１３時から１６時，計１２回実施した。 

相談者数はのべ４０名。対応にあたった相談員はのべ７１名（法律職２４名，福祉職２９名，

その他１８名）であった。 
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日時 相談者数 相談員数 

2018 年 4 月 21 日 9 名 5 名（法律職 2 名、福祉職 2 名、他 1 名） 

2018 年 5 月 19 日 6 名 8 名（法律職 2 名、福祉職 3 名、他 2 名） 

2018 年 6 月 16 日 2 名 5 名（法律職 2 名、福祉職 1 名、他 2 名） 

2018 年 7 月 21 日 4 名 8 名（法律職 2 名、福祉職 5 名、他 1 名） 

2018 年 8 月 18 日 3 名 11 名（法律職 5 名、福祉職 5 名、他 1 名） 

2018 年 9 月 15 日 3 名 5 名（法律職 3 名、福祉職 1 名、他 1 名） 

2018 年 10 月 20 日 2 名 6 名（法律職 2 名、福祉職 3 名、他 2 名） 

2018 年 11 月 17 日 6 名 7 名（法律職 2 名、福祉職 3 名、他 2 名） 

2018 年 12 月 15 日 1 名 5 名（法律職 1 名、福祉職 2 名、他 2 名） 

2019 年 1 月 19 日 0 名 4 名（法律職 1 名、福祉職 1 名、他 2 名） 

2019 年 2 月 16 日 2 名 3 名（法律職 0 名、福祉職 2 名、他 1 名） 

2019 年 3 月 16 日 2 名 4 名（法律職 2 名、福祉職 1 名、他 1 名） 

 

種類別相談数 

分野 件数 

法律分野 25 件 

福祉分野 6 件 

生活分野 8 件 

その他 14 件 

 

（５）LUSHJAPAN チャリティバンク 

 

２０１７年（平成２９年）度より，『身寄り』問題解決のための当事者組織『鹿児島ゆくさの会』

の拡大充実プロジェクトに対して，LUSHJAPAN チャリティバンクからの助成を得て，２０１

８年（平成３０年）７月まで，助成事業を行った。 

助成対象となる活動は次のとおりである。 

①「ゆくさの会」の催し 

②「つながるファイル」の作成 

③Line 等 SNS を用いた当事者相互の見守り・支えあい活動 

④個別訪問活動 

助成金額は６４４，２００円であった。うち４０３，４０１円を２０１８年（平成３０年）度

事業に活用した。 
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第２号議案 ２０１８年（平成３０年）度決算報告及び監査報告承認の件 

 

２０１８年（平成３０年）度特定非営利活動に係る事業会計収支決算報告 

自２０１８年（平成３０年）４月１日至２０１９年（平成３１年）３月３１日 

 

特定非営利活動法人つながる鹿児島 

 

一般 Ｌｕｓｈ 太陽生命 社会福祉推進 合計
Ⅰ 経常収入の部

1 会費収入
正会員 51,000 51,000
賛助会員 0

2 事業収入
特定非営利活動に係る事業 0
助成金 9,993,000 9,993,000
昨年度助成金残額 403,401 49,681 453,082

3 寄付収入
寄付金 565,022 565,022

経常収入合計 616,022 403,401 49,681 9,993,000 11,062,104
Ⅱ 経常支出の部

1 事業費
特定非営利活動に係る事業

通信費 27,542 36,000 63,542
消耗品費 39,584 13,868 11,094 64,546
旅費交通費 7,664 1,301,727 1,309,391
謝金 46,000 331,000 747,200 1,124,200
雑役務費 24,952 24,952
保険料 0
印刷費 42,537 47,271 205,200 295,008
人件費 2,179,700 2,179,700
借料 10,730 8,986 231,768 251,484
雑費 0
委託費 4,698,000 4,698,000
接待交際費 66,666 66,666
その他事業 0
雑損失 211,071 17,001 49,681 277,753

2 管理費
通信費 27,543 27,543
消耗品費 39,584 39,584
旅費 1,916 1,916
謝金 0
雑役務費 16,584 16,584
保険料 5,040 5,040
印刷費 42,538 42,538
人件費 0
借料 10,730 10,730
雑費 7,054 7,054
雑損失 70,357 2,275 72,632

経常支出合計 673,140 420,401 49,681 9,435,641 10,578,863
Ⅲ その他資金収入の部

1 盗難保険による補填 162,220 17,000 49,680 0 228,900
2 雑収入 2,277 11 2,288

その他資金収入合計 164,497 17,000 49,680 11 231,188
Ⅳ その他資金支出の部

1 助成金返還 0 49,680 557,359 607,039

その他資金支出合計 0 0 49,680 557,370 607,050
当期収支差額 107,379 0 0 11 107,390
法人税，住民税及び事業税 0 0
正味財産増減額 107,379 0 0 11 107,390
前期繰越金 524,808 524,808
次期繰越収支差額 632,187 632,198

科目
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特定非営利活動に係る事業会計財産目録 

２０１９年（平成３１年）３月３１日現在 

 

 

特定非営利活動法人つながる鹿児島 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ 資産の部

1 流動資産

現金（一般会計） 58,283

鹿児島銀行鴨池支店　3458874(一般会計) 573,904

鹿児島銀行荒田支店　3051041(社会福祉推進事業) 557,370

流動資産合計 1,189,557

2 固定資産

固定資産合計 0

資産合計 1,189,557

Ⅱ 負債の部

1 流動負債

社会福祉推進事業　返還金 557,359

流動負債合計 557,359

2 固定負債

固定負債合計 0

負債合計 557,359

正味財産 632,198

科目 金額（円）
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特定非営利活動に係る事業会計貸借対照表 

２０１９年（平成３１年）３月３１日現在 

 

 

特定非営利活動法人つながる鹿児島 

 

  

流動資産 流動負債 557359

現金 58,283

普通預金 1,131,274

流動資産合計 557359

固定負債 0

流動資産合計 1,189,557 固定資産合計 0

固定資産

524,808

107,390

固定資産合計 0 632,198

1,189,557 1,189,557

Ⅰ

資産の部

Ⅱ

負債の部

1

1

2

2 Ⅲ

正味財産の部

前期繰越正味財産

当期正味財産増減額

正味財産合計

資産の部合計 負債及び正味財産の部合計

科　　目 金額（円） 科　　目 金額（円）
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第３号議案 ２０１９年（令和元年）度事業計画承認の件 

 

２０１９年（令和元年）度事業計画 

自２０１９年（平成３１年）４月１日至２０２０年（令和２年）３月３１日 

 

１．事業実施の概要 

 

（１） 特定非営利活動に係る事業 

 

①身寄りがない方々等が主体となる互助会の運営事業 

事 業 名：鹿児島地域で支えあう会（鹿児島ゆくさの会）事業 

事業内容：身寄りのない当事者の互助会的組織である「鹿児島地域で支えあう会」（鹿児島ゆ

くさの会）の活動を応援する。 

互助会は当会の下部組織ではなく，独立した団体である。支援者はその設立と発

展を促すものである。 

実施場所：鹿児島市内 

実施時期：通年継続 

従事人数：各回４名×１２回＝のべ４８名 

対 象 者：身寄りのない当事者 各回平均１５名×１２回＝のべ１８０名 

 

②身寄りがない方々等を対象とする人権擁護活動事業 

事 業 名：身寄りがない方々及び社会的に孤立した方々を対象とする人権擁護活動事業 

事業内容：①の事業等において，身寄りのない当事者から相談があった場合に，弁護士・司

法書士・社会福祉士・精神保健福祉士・ＭＳＷ等や当会または連携団体の理事，

会員等が対応を行う。 

また，身寄りがない方，社会的に孤立した方から個別の相談事例やこうした方々

の支援者，地域の方々からの情報提供があった場合において，当事者のもとに自

らアウトリーチし，相談や支援を行うことも検討する。 

実施場所：鹿児島市内 

実施時期：通年継続 

従事人数：のべ３０名 

対 象 者：一般市民 のべ３０名 

 

③身寄りがない方々等を対象とする福祉，就職，法律相談事業 

事 業 名：身寄りがない方々及び社会的に孤立した方々を対象とする福祉，就職，法律相談

事業 

事業内容：弁護士・司法書士等の法律職，社会福祉士・精神保健福祉士・MSW等の福祉職が連

携し，どのような問題でも相談することのできる分野横断的・総合的な相談会「鹿

児島つながる相談会」を実施する。 

なお，これまで，鹿児島市内の同一の場所において定期開催を続けてきたが，２

０１９年（令和元年）６月からは，鹿児島県内各地で，様々な機関と協働して実

施する。 
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実施場所：鹿児島県内各地 

実施時期：年１２回（毎月実施） 

従事人数：各回１０名×１２回＝のべ１２０名 

対 象 者：一般県民 各回１０回×１２回＝のべ１２０名 

 

④身寄りがない方々等の相互交流事業 

【再掲】 

事 業 名：鹿児島地域で支えあう会（ゆくさの会）事業 

事業内容： 『身寄り』のない当事者の互助会的組織である「鹿児島地域で支えあう会」を組

織する。互助会は当会の下部組織ではなく，独立した団体である。支援者はその

設立と発展を促す。 

実施場所：鹿児島市内 

実施時期：通年継続 

従事人数：各回４名×１２回＝のべ４８名 

対 象 者：『身寄り』のない当事者 各回平均１５名×１２回＝のべ１８０名 

 

⑤身寄りがない方々等が居住，医療，介護等において排除されることがないようにするための

研究事業 

事 業 名：『身寄り』問題に関する全国交流事業 

事業内容：身寄りのない当事者及び支援者が，他の地域で互助活動を行っている地域に出向

いて視察と交流を行う。また，そうした他の地域から身寄りのない当事者及び支

援者に鹿児島まで来ていただき，交流を行う。こうした活動をとおして新たな発

見と学びを得て，今後の活動に生かしていく。 

実施場所：岡山市，北九州市，鹿児島県内を予定 

実施時期：９月，１１月，１月 

従事人数：各回６名程度（当事者３名，支援者３名程度） 

対 象 者：なし 

 

⑥身寄りがない方々等及び彼らの抱える社会的または経済的問題を理解し，彼らに対するあら

ゆる差別をなくすための啓発事業 

事 業 名：身寄りがない方々及び社会的に孤立した方々及び彼らの抱える社会的または経済

的問題を理解し，彼らに対するあらゆる差別をなくすための啓発事業 

事業内容：１．弁護士・社会福祉士・介護支援専門員・民生委員等により「身寄り」問題及び

社会的孤立問題の全般を扱う会議「支援者委員会」を行うが，特に，定期的に開

催される事業の運営について，その在り方を検討及び協議し，個別の相談への対

応を通じて，強固かつ柔軟な支援者ネットワークを構築する。 

２．不動産業者，医療法人，社会福祉法人等の代表者，事務局長等による会議「事

業者委員会」を行う。これらの事業者が，自ら，どのような代替策があれば，連帯

保証人や身元引受人なしで，利用者を受け入れることができるかについて，検討

を行う。 

実施場所：１．鹿児島市内 

２．鹿児島市内 
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実施時期：１．未定 

２．未定 

従事人数：１．未定 

２．未定 

対 象 者：１．なし  

２．なし 

 

⑦身寄りがない方々等及び彼らの抱える経済的問題に関する調査及び研究並びにこれらに基づ

く提言の公表事業 

事 業 名： 身寄りがない方々及び社会的に孤立した方々及び彼らの抱える社会的または経済

的問題に関する調査及び研究並びにこれらに基づく提言の公表事業 

事業内容：１．支援者委員会において『身寄り』対応マニュアルを作成し，公表する。 

２．事業者委員会において，事業者の視点から見た『身寄り』問題解決に向けた

提言を作成し，公表する。 

３．ホームページでの活動内容の報告  

実施場所：鹿児島県内 

実施時期：１及び２．２０１９年３月 

３．随時 

従事人数：のべ９６名 

対 象 者：一般県民 

 

（２）その他の事業 

 

①出版事業 

今年度は実施しない。 

 

②物品の販売事業 

今年度は実施しない。 

 

２．主な事業項目ごとの事業計画 

 

（１）支援者委員会 

 

「『身寄り』問題支援マニュアル（仮題）」の作成を目指す。これに先立ち，身寄り問題につい

ての調査研究や事例検討を行う。その後，担当を振り分けて執筆を行う。 

なお，現状において，『身寄り』問題に対応する社会資源は十分ではなく，「マニュアル」の作

成が困難であることは重々承知のうえで，それでもなお「マニュアル」を作成することが，新

たな社会資源の開発や，当事者，支援者及び事業者それぞれの役割の発見につながることに期

待を寄せるものである。 

よって，当事者組織である鹿児島ゆくさの会や事業者委員会とも情報交換，意見交換を行いな

がら進めていく。 
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共同委員長：浜辺恵里香，三角悦久 

 

（２）事業者委員会 

 

事業者の視点から『身寄り』問題を解決するための方法を検討する。 

平成２８年度にまとめた「事業者の視点からみた『身寄り』問題の解決に向けた方向性（事業

者委員会報告書）」をもとに，さらに深く検討を重ね，検討内容は，最終的には提言としてまと

める。（ただし，提言の作成は今年度中に行うとは限らない） 

 

委員長：那須拓馬 

副委員長：國弘小百合 

 

（３）鹿児島地域で支えあう会（ゆくさの会）事業 

 

『身寄り』のない当事者（以下当事者）の互助会的組織である「鹿児島地域で支えあう会（ゆ

くさの会）」活動を継続する。なお，同会は当法人の下部組織ではなく，独立した団体として活

動している。組織の将来像としては，多数の「単位会」がそれぞれに気の合う仲間どうしで活

動し，各単位会が所属する「全体会」が統一した行動や広報等を行うことを目指す。支援者は

こうした組織づくりとその発展を促す。 

なお，現時点で活動している単位会は中高年男性を中心とした単位会１つだけである。集会も

毎月行われているが，同単位会の集会が主である。今後は，同単位会での経験を活かし，新た

な単位会作りに向けた呼びかけ等を行う集会も必要である。また，障害者の参加等により，参

加者が多様化している。他方，和解会員が就労により昼間の活動に参加できなくなっており，

夜間の開催も検討の必要がある。さらに，「つながりの深めかた」について検討する。つながる

ファイルのように「具体的に作り上げていくもの」についても検討する。 

つながるファイルの作成については，これまでの経験を活かし，作成のためのマニュアルの作

成や，つながるファイルの作成をアドバイスできるアドバイザーの養成を行う段階に進む。 

 

①集会等の開催 

毎月ゆくさの会を実施し，相互交流を図る。 

②つながるファイルの作成 

引き続き，つながるファイルの作成を継続する。 

③つながるファイルの作成マニュアルの作成等 

つながるファイルの作成のためのマニュアルの作成や，つながるファイルの作成をアドバイ

スできるアドバイザーの養成に取り組む 

④Line 等 SNS を用いた当事者相互の見守り・支えあい事業 

Line 等 SNS を用いて，当事者どうしが互いに見守り，支えあう事業を継続するとともに，

参加者の増加，新たなグループ作りを目指す。。 

 

担当理事：河原晶子，荒堀瑞佳 

担当者：幾留郁子，立山裕子，宇都宮孝久， 
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（４）つながるセミナー・つながる相談会 

 

２０１９年（令和元年）５月までは，引き続き，毎月第３土曜日に，鹿児島市内において，鹿児

島つながる相談会を実施する。 

同年６月からは，鹿児島県内各地において，様々な機関（社会福祉協議会，社会福祉法人，医

療機関，ＮＰＯ法人等）と協働して，『身寄り』問題をともに考える機会とするとともに，相談

の機会も提供し，さらには，鹿児島ゆくさの会のような互助組織の形成の萌芽とする。 

 

担当理事：須藤奈津子，溝延祐樹，廣野拓 

担当者：天羽浩一，野口英一郎，久永雅仁 

 

（５）『身寄り』問題全国交流事業 

 

身寄りのない当事者，特に身寄りがない方どうしの互助活動を行っている当事者の方々が，地

域を超えて交流し，それぞれに新たな発見と学びを得て，自らの地域に持ち帰り，さらに互助

活動を発展させるため，全国交流事業を行う。 

岡山市，北九州市に視察・交流に出向くととともに，逆にそれぞれの地域から来鹿いただき，

交流を行う。 

 

（６）広報 

 

鹿児島地域で支えあう会（ゆくさの会）事業，鹿児島つながる相談会等の各事業のより一層の

進展を促し，支援者委員会，事業者委員会でまとめた報告書，提言等を周知する等のために，

広報に力を入れ，ホームページの更新，チラシの作成，配布等を行う。 

 

担当理事：芝田淳 

担当者：久永雅仁 

 

（７）【助成金事業の概要】ＷＡＭ助成金 

 

すでに，ＷＡＭ助成金をいただけることが内定している。 

助成額は３，７６１，０００円。 

つながるセミナー・つながる相談会，『身寄り』問題全国交流事業及びこれらの事業を実施する

ための運営委員会が助成対象事業である。 

 

（８）【応募中の助成金事業の概要】 

 

（一財）冠婚葬祭文化振興財団に対して，『身寄り』のない当事者の互助をはぐくみ「送り愛」

を実現する「つながるファイル」事業を応募し，1,668,600 円を要望しています。 
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第４号議案 ２０１９年（令和元年）度予算案承認の件 

 

２０１９年（令和元年）度特定非営利活動に係る事業予算案 

自２０１９年（平成３１年）４月１日至令和２年（２０２０年）３月３１日 

 

特定非営利活動法人つながる鹿児島 

 

一般 ＷＡＭ 合計
Ⅰ 経常収入の部

1 会費収入
正会員 150,000 150,000
賛助会員 0

2 事業収入
特定非営利活動に係る事業 0
助成金 3,761,000 3,761,000

3 寄付収入
寄付金 500,000 500,000

経常収入合計 650,000 3,761,000 4,411,000
Ⅱ 経常支出の部

1 事業費
特定非営利活動に係る事業

通信費 30,000 298,000 328,000
消耗品費 20,000 40,000 60,000
旅費交通費 5,000 785,300 790,300
謝金 200,000 1,318,000 1,518,000
雑役務費 0
保険料 0
印刷費 40,000 387,000 427,000
人件費 360,000 360,000
借料 10,000 47,500 57,500
雑費 0
委託費 0
接待交際費 10,000 100,000 110,000
その他事業 0

2 管理費
通信費 30,000 30,000
消耗品費 20,000 40,000 60,000
旅費 5,000 5,000
謝金 0
雑役務費 20,000 77,760 97,760
保険料 5,000 5,000
印刷費 40,000 40,000
人件費 360,000 360,000
借料 10,000 47,500 57,500
雑費 0

経常支出合計 445,000 3,861,060 4,306,060
Ⅲ その他資金収入の部

1 雑収入 0
その他資金収入合計 0 0 0

Ⅳ その他資金支出の部
助成金返還 0 0 0

その他資金支出合計 0 0 0
当期収支差額 205,000 -100,060 104,940
法人税，住民税及び事業税 0 0
正味財産増減額 205,000 -100,060 104,940
前期繰越金 632,198 632,198
次期繰越収支差額 837,198 737,138

科目
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第５号議案 資産の総額の確認に関する件 

 

２０１９年（平成３１年）３月３１日現在の本法人の資産の総額は， 

金 632,198 円である旨確認する。 

 

 

  



19 

 

第６号議案 役員選任に関する件 
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（資料）ＷＡＭ要望額調書 

 

① 助成対象事業を実施するための費用 

科目 金額(円） 内訳 

謝金 

※ 1 人 1 回（日）あたり 

15,700円が助成金負担上
限額です。上限額を超え
る部分は、Ｂ その他の経
費で計上してください。 

1,318,000  柱 1)専門家 10,000 円×4 人×10 回＝400,000 円 

当事者 6,000 円×3 人×10 回＝180,000 円 

柱 2)専門家 10,000 円×6 人×3 回＝180,000 円 

当事者 6,000 円×3 人×3 回＝54,000 円 

柱 3)専門家 10,000 円×6 人×6 回＝360,000 円 

当事者 6,000 円×4 人×6 回＝144,000 円 

旅費  785,300  柱 1)鹿児島市内 500 円×7 人×7 回＝24,500 円 

鹿児島県内 5000 円×7 人×3 回＝105,000 円 

柱 2)岡山への交通費（鉄道）往復 41,000 円×7 名 

＝287,000 円 

北九州への交通費（鉄道）往復 24,580 円×7 名
＝172,060 円 

岡山から 3 名を招聘（鉄道）往復 41,000 円×
3 名＝123,000 円 

北九州から 3 名を招聘（鉄道）往復 24,580 円
×3 名＝73,740 円 

所費合計 1,657,760  
 

所費 賃金 
※  アルバイト
雇用の者 

720,000  雇用人数 1 名 
柱立て１乃至３の庶務を行う 
時給 1,000 円×月 60 時間×12 か月＝720,000
円 

家賃  

  

光熱水費  

  

備品購入費  

  

消耗品費 80,000  全般)コピー用紙 40,000 円 

文房具等事務用品 20,000 円 

郵送用封筒 20,000 円 

借料損料 95,000  柱 1)つながるセミナー，相談会の会場費@5,000 円
×10 回＝50,000 円 

柱 2)交流，意見交換会会場費@5,000 円×3 回＝
15,000 円 

柱 3)運営委員会会場費@5,000円×6回＝30,000円 

印刷製本費 387,000  柱 1)広報チラシ印刷費 10 円×3000 部＝30,000 円 

柱立て 1 乃至 3 に係る資料印刷費)各回 3,000 円×
19 回＝57,000 円 

本事業全体の案内冊子）50 円×3000 部＝150,000

円 

報告書印刷費)300 円×500 部＝150,000 円 
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通信運搬費 298,000  柱 1）つながるセミナー、相談会チラシ郵送費 82

円×1000 通＝82,000 円 

本事業全体の案内冊子の郵送費）360 円×300 か所
＝108,000 円 

報告書郵送費)360 円×300 か所=108,000 円 

委託費  

  

雑役務費 77,760  柱立て 1 乃至 3 に係る振込み手数料）648 円×10

回×12 ヶ月＝77,760 円 

保険料  

  

 A 助成対象費用の合計 3,761,060  
 

 Ｂ その他の費用 （助
成金の対象外費用と、そ
の他自己資金で賄う費用
の合計） 

100,000  助成対象外費用（謝金，タクシー代，手土産等） 

 Ｃ 総事業費 

（Ａ＋Ｂ） 

3,861,060  
 

② 助成対象事業にかかる収入(＝自己資金) 

収入種類 金額(円） 内訳 

参加費収入      

寄付金・協賛金収入      

一般会計繰入金※ 自己
資金 

100,000    

 Ｄ 収入合計 100,000    

③ 助成金額の算定 
  

下記の金額が助成金要望額となります。 

ただし 500 千円以上、20,000 千円以下としてくだ
さい。 

Ｃ 総事業費－Ｄ 

収入合計 

＝ 3,761,060  円 3,761 千円 
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（資料）定款 

 
※下線部は，本総会において変更予定の部分であり，変更後の内容が記載されています。 

 
 

特定非営利活動法人つながる鹿児島定款 
 

第１章 総則 
（名称） 
第１条 この法人は，特定非営利活動法人つながる鹿児島という。 
（事務所） 
第２条 この法人は，主たる事務所を鹿児島市に置く。 
 

第２章 目的及び事業 
（目的） 
第３条 この法人は，高齢者，障害者を含む身寄りがない方々及び社会的に孤立した方々（

以下，「身寄りがない方々等」と称す）に対して，互助，親睦及び支援（生活困窮者自立
支援法に基づく各種支援を含む）に関する事業を行い，身寄りがない方々等を排除したり
差別したりすることのない社会を創造し，もって，社会の福祉の増進に寄与することを目
的とする。 

（特定非営利活動の種類） 
第４条 この法人は，前条の目的を達成するため，次に掲げる種類の特定非営利活動を行う
。 
(1) 保健，医療又は福祉の増進を図る活動 
(2) 社会教育の推進を図る活動 
(3) まちづくりの推進を図る活動 
(4) 人権の擁護又は平和の推進を図る活動 
(5) 前各号に掲げる活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡，助言又は援助の活動 

（事業） 
第５条 この法人は，第３条の目的を達成するため，次の事業を行う。 
(1) 特定非営利活動に係る事業 

① 身寄りがない方々等が主体となる互助会の運営事業 
② 身寄りがない方々等を対象とする人権擁護活動事業 
③ 身寄りがない方々等を対象とする福祉，就職，法律相談事業 
④ 身寄りがない方々等の相互の交流事業 
⑤ 身寄りがない方々等が居住，医療，介護等において排除されることがないようにす

るための研究事業 
⑥ 身寄りがない方々等及び彼らの抱える社会的または経済的問題を理解し，彼らに

対するあらゆる差別をなくすための啓発事業 
⑦ 身寄りがない方々等及び彼らの抱える社会的または経済的問題に関する調査及び

研究並びにこれらに基づく提言の公表事業 
(2) その他の事業 

① 出版事業 
② 物品の販売事業 

２ 前項第２号に掲げる事業は，同項第１号に掲げる事業に支障がない限り行うものとし，
その利益は同号に掲げる事業に充てるものとする。 

 
第３章 会員 

（種別） 
第６条 この法人の会員は，次の２種とし，正会員をもって特定非営利活動促進法(以下「法

」という。)上の社員とする。 
(1) 正会員 この法人の目的に賛同して入会した個人及び団体 
(2) 賛助会員 この法人の事業を賛助するために入会した個人及び団体 
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（入会） 
第７条 会員の入会については，特に条件を定めない。 
２ 会員として入会しようとするものは，理事長が別に定める入会申込書により，理事長に

申し込むものとし，理事長は，正当な理由がない限り，入会を認めなければならない。 
３ 理事長は，前項のものの入会を認めないときは，速やかに，理由を付した書面をもって

本人にその旨を通知しなければならない。 
（入会金及び会費） 
第８条 会員は，総会において別に定める入会金及び会費を納入しなければならない。 
（会員の資格の喪失） 
第９条 会員が次の各号のいずれかに該当するに至ったときは，その資格を喪失する。 
(1) 退会届の提出をしたとき。 
(2) 本人が死亡し，又は会員である団体が消滅したとき。 
(3) 継続して２年以上会費を滞納したとき。 
(4) 除名されたとき。 

（退会） 
第１０条 会員は，理事長が別に定める退会届を理事長に提出して，任意に退会することが
できる。 

（除名） 
第１１条 会員が次の各号のいずれかに該当するに至ったときは，総会の議決により,これを
除名することができる。この場合，その会員に対し，議決の前に弁明の機会を与えなければ
ならない。 
(1) この定款に違反したとき。 
(2) この法人の名誉を傷つけ，又は目的に反する行為をしたとき。 

（拠出金品の不返還） 
第１２条 既納の入会金，会費及びその他の拠出金品は，返還しない。 
 

第４章 役員及び職員 
（種別及び定数） 
第１３条 この法人に，次の役員を置く。 
(1) 理 事 ３人以上１０人以内  
(2) 監 事 １人以上３人以内 

２ 理事のうち，１人を理事長とする。 
（選任等） 
第１４条 理事及び監事は，総会において選任する。 
２ 理事長は，理事の互選とする。 
３ 役員のうちには，それぞれの役員について，その配偶者若しくは３親等以内の親族が１
人を超えて含まれ，又は当該役員並びにその配偶者及び３親等以内の親族が役員の総数の
３分の１を超えて含まれることになってはならない。 

４ 監事は，理事又はこの法人の職員を兼ねることができない。 
（職務） 
第１５条 理事長は，この法人を代表し，その業務を総理する。 
２ 理事長以外の理事は，法人の業務について，この法人を代表しない。 
３ 理事は，理事会を構成し，この定款の定め及び理事会の議決に基づき，この法人の業務
を執行する。 

４ 監事は，次に掲げる職務を行う。 
(1) 理事の業務執行の状況を監査すること。 
(2) この法人の財産の状況を監査すること。 
(3) 前２号の規定による監査の結果，この法人の業務又は財産に関し不正の行為又は法令

若しくは定款に違反する重大な事実があることを発見した場合には，これを総会又は所
轄庁に報告すること。 

(4) 前号の報告をするため必要がある場合には，総会を招集すること。 
(5) 理事の業務執行の状況又はこの法人の財産の状況について，理事に意見を述べ，又は理

事会の招集を請求すること。 
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（任期等） 
第１６条 役員の任期は，２年とする。ただし，再任を妨げない。 
２ 前項の規定にかかわらず，後任の役員が選任されていない場合には，当該任期の末日後

の最初の総会が終結するまで，その任期を伸長する。 
３ 補欠のため，又は増員により就任した役員の任期は，それぞれの前任者又は現任者の任

期の残存期間とする。 
４ 役員は，辞任又は任期満了後においても，後任者が就任するまでは，その職務を行わな

ければならない。 
（欠員補充） 
第１７条 理事又は監事のうち，その定数の３分の１を超える者が欠けたときは，遅滞なく

これを補充しなければならない。 
（解任） 
第１８条 役員が次の各号のいずれかに該当するに至ったときは，総会の議決により,これを
解任することができる。この場合，その役員に対し，議決する前に弁明の機会を与えなけ
ればならない。 
(1) 心身の故障のため，職務の遂行に堪えないと認められるとき。 
(2) 職務上の義務違反その他役員としてふさわしくない行為があったとき｡ 

（報酬等） 
第１９条 役員は，その総数の３分の１以下の範囲内で報酬を受けることができる｡ 
２ 役員には，その職務を執行するために要した費用を弁償することができる。 
３ 前２項に関し必要な事項は，総会の議決を経て，理事長が別に定める。 
（職員） 
第２０条 この法人に，職員を置くことができる。 
２ 職員は，理事長が任免する。 
 

第５章 総会 
（種別） 
第２１条 この法人の総会は，通常総会及び臨時総会の２種とする。 
（構成） 
第２２条 総会は，正会員をもって構成する。 
（権能） 
第２３条 総会は，以下の事項について議決する。 
(1) 定款の変更 
(2) 解散及び合併 
(3) 事業計画及び活動予算並びにその変更 
(4) 事業報告及び活動決算 
(5) 役員の選任又は解任，職務及び報酬 
(6) 入会金及び会費の額 
(7) 借入金（その事業年度内の収益をもって償還する短期借入金を除く。第 49条において

同じ。）の借入れその他新たな義務の負担及び権利の放棄 
(8) 事務局の組織及び運営 
(9) その他運営に関する重要事項 

（開催） 
第２４条 通常総会は，毎年１回開催する。 
２ 臨時総会は，次の各号のいずれかに該当する場合に開催する。 
(1) 理事会が必要と認め，招集の請求をしたとき。 
(2) 正会員総数の５分の１以上から会議の目的である事項を記載した書面により招集の請

求があったとき。 
(3) 第１５条第４項第４号の規定により，監事から招集があったとき。 

（招集） 
第２５条 総会は，前条第２項第３号の場合を除き，理事長が招集する。 
２ 理事長は，前条第２項第１号及び第２号の規定による請求があったときは，その日から

１４日以内に臨時総会を招集しなければならない。 
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３ 総会を招集するときは，会議の日時，場所，目的及び審議事項を記載した書面，ファク
シミリ又は電磁的方法により，開催の日の少なくとも５日前までに通知しなければならな
い。 

（議長） 
第２６条 総会の議長は，その総会に出席した正会員の中から選出する。 
（定足数） 
第２７条 総会は，正会員総数の３分の１以上の出席がなければ開会することができない。 
（議決） 
第２８条 総会における議決事項は，第２５条第３項の規定によりあらかじめ通知した事項

とする。 
２ 総会の議事は，この定款に規定するもののほか，出席した正会員の過半数をもって決し

，可否同数のときは，議長の決するところによる。 
３ 理事又は正会員が総会の目的である事項について提案した場合において，正会員全員が

書面により同意の意思表示をしたときは，当該提案を可決する旨の総会の決議があったも
のとみなす。 

（表決権等） 
第２９条 各正会員の表決権は，平等なるものとする。 
２ やむを得ない理由のため総会に出席できない正会員は，あらかじめ通知された事項につ

いて，書面，ファクシミリ又は電磁的方法をもって表決し，又は他の正会員を代理人とし
て表決を委任することができる。 

３ 前項の規定により表決し，又は表決を委任した正会員は，前２条，次条第１項及び第５
０条の適用については，総会に出席したものとみなす。 

４ 総会の議決について，特別の利害関係を有する正会員は，その議事の議決に加わること
ができない。 

（議事録） 
第３０条 総会の議事については，次の事項を記載した議事録を作成しなければならない。 
(1) 日時及び場所 
(2) 正会員総数及び出席者数(書面表決者又は表決委任者がある場合にあっては，その数を

付記すること。) 
(3) 審議事項 
(4) 議事の経過の概要及び議決の結果 
(5) 議事録署名人の選任に関する事項 

２ 議事録には，議長及びその会議において選任された議事録署名人２人以上が署名又は記
名押印をしなければならない。 

３ 前２項の規定に関わらず，正会員全員が書面により同意の意思表示をしたことにより，
総会の決議があったとみなされた場合においては，次の事項を記載した議事録を作成しな
ければならない。 
(1) 総会の決議があったものとみなされた事項の内容 
(2) 前号の事項の提案をした者の氏名又は名称 
(3) 総会の決議があったものとみなされた日 
(4) 議事録の作成に係る職務を行った者の氏名 
 

第６章 理事会 
（構成） 
第３１条 理事会は，理事をもって構成する。 
（権能） 
第３２条 理事会は，この定款で定めるもののほか，次の事項を議決する。 
(1) 総会に付議すべき事項 
(2) 総会の議決した事項の執行に関する事項 
(3) その他総会の議決を要しない会務の執行に関する事項 

（開催） 
第３３条 理事会は，次の各号のいずれかに該当する場合に開催する。 
(1) 理事長が必要と認めたとき。 
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(2) 理事総数の４分の１以上から会議の目的である事項を記載した書面をもって招集の請
求があったとき。 

(3) 第１５条第４項第５号の規定により，監事から招集の請求があったとき｡ 
（招集） 
第３４条 理事会は，理事長が招集する。 
２ 理事長は，前条第２号及び第３号の規定による請求があったときは，その日から３０日
以内に理事会を招集しなければならない。 

３ 理事会を招集するときは，会議の日時，場所，目的及び審議事項を記載した書面により，
開催の日の少なくとも５日前までに通知しなければならない。 

（議長） 
第３５条 理事会の議長は，理事長がこれに当たる。 
（議決） 
第３６条 理事会における議決事項は，第３４条第３項の規定によってあらかじめ通知した

事項とする。 
２ 理事会の議事は，出席理事の過半数をもって決し，可否同数のときは，議長の決すると

ころによる。 
（表決権等） 
第３７条 各理事の表決権は，平等なるものとする。 
２ やむを得ない理由のため理事会に出席できない理事は，あらかじめ通知された事項につ

いて書面又は電磁的記録をもって表決することができる。 
３ 前項の規定により表決した理事は，前条第２項及び次条第１項第２号の適用については

，理事会に出席したものとみなす。 
４ 理事会の議決について，特別の利害関係を有する理事は，その議事の議決に加わること

ができない。 
（議事録） 
第３８条 理事会の議事については，次の事項を記載した議事録を作成しなければならない
。 
(1) 日時及び場所 
(2) 理事総数，出席者数及び出席者氏名（書面表決者にあっては，その旨を付記すること。

） 
(3) 審議事項 
(4) 議事の経過の概要及び議決の結果 
(5) 議事録署名人の選任に関する事項 

２ 議事録には，議長及びその会議において選任された議事録署名人２人以上が署名又は記
名押印をしなければならない。 

 
第７章 資産及び会計 

（資産の構成） 
第３９条 この法人の資産は，次の各号に掲げるものをもって構成する。 
(1) 設立当初の財産目録に記載された資産 
(2) 入会金及び会費 
(3) 寄付金品 
(4) 財産から生じる収益 
(5) 事業に伴う収益 
(6) その他の収益 

（資産の区分） 
第４０条 この法人の資産は，これを分けて特定非営利活動に係る事業に関する資産及びそ

の他の事業に関する資産の２種とする。 
（資産の管理） 
第４１条 この法人の資産は，理事長が管理し，その方法は，理事会の議決を経て，理事長が

別に定める。 
（会計の原則） 
第４２条 この法人の会計は，法第２７条各号に掲げる原則に従って行うものとする。 
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（会計の区分） 
第４３条 この法人の会計は，これを分けて特定非営利活動に係る事業に関する会計及びそ

の他の事業に関する会計の２種とする。 
（事業計画及び予算） 
第４４条 この法人の事業計画及びこれに伴う活動予算は，理事長が作成し，総会の議決を

経なければならない。 
（暫定予算） 
第４５条 前条の規定にかかわらず，やむを得ない理由により予算が成立しないときは，理

事長は，理事会の議決を経て，予算成立の日まで前事業年度の予算に準じ収益費用を講じ
ることができる。 

２ 前項の収益費用は，新たに成立した予算の収益費用とみなす。 
（予算の追加及び更正） 
第４６条 予算成立後にやむを得ない事由が生じたときは，総会の議決を経て,既定予算の追

加又は更正をすることができる。 
（事業報告及び決算） 
第４７条 この法人の事業報告書，活動計算書，貸借対照表及び財産目録等の決算に関する

書類は，毎事業年度終了後，速やかに，理事長が作成し，監事の監査を受け，総会の議決
を経なければならない。 

２ 決算上剰余金を生じたときは，次事業年度に繰り越すものとする。 
（事業年度） 
第４８条 この法人の事業年度は，毎年４月１日に始まり翌年３月３１日に終わる。 
（臨機の措置） 
第４９条 予算をもって定めるもののほか，借入金の借入れその他新たな義務の負担をし，

又は権利の放棄をしようとするときは，総会の議決を経なければならない。 
 

第８章 定款の変更，解散及び合併 
（定款の変更） 
第５０条 この法人が定款を変更しようとするときは，総会に出席した正会員の４分の３以

上の多数による議決を経，かつ，法第２５条第３項に規定する以下の事項を変更する場合，
所轄庁の認証を得なければならない。 
(1) 目的 
(2) 名称 
(3) その行う特定非営利活動の種類及び当該特定非営利活動に係る事業の種類 
(4) 主たる事務所及びその他の事務所の所在地（所轄庁の変更を伴うものに限る） 
(5) 社員の資格の得喪に関する事項 
(6) 役員に関する事項（役員の定数に関する事項を除く） 
(7) 会議に関する事項 
(8) その他の事業を行う場合における，その種類その他当該その他の事業に関する事項 
(9) 解散に関する事項（残余財産の帰属すべき者に係るものに限る） 
(10) 定款の変更に関する事項 

（解散） 
第５１条 この法人は，次に掲げる事由により解散する。 
(1) 総会の決議 
(2) 目的とする特定非営利活動に係る事業の成功の不能 
(3) 正会員の欠亡 
(4) 合併 
(5) 破産手続開始の決定 
(6) 所轄庁による設立の認証の取消し 

２ 前項第１号の事由によりこの法人が解散するときは，正会員総数の４分の３以上の承諾
を得なければならない。 

３ 第１項第２号の事由により解散するときは，所轄庁の認定を得なければならない。 
（残余財産の帰属） 
第５２条 この法人が解散(合併又は破産手続開始の決定による解散を除く。)をしたときに
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残存する財産は，法第１１条第３項に掲げる者のうち，総会の議決を経て選定した者に帰
属するものとする。 

（合併） 
第５３条 この法人が合併しようとするときは，総会において正会員総数の４分の３以上の

議決を経，かつ，所轄庁の認証を得なければならない。 
 

第９章 公告の方法 
（公告の方法） 
第５４条 この法人の公告は，この法人の掲示場に掲示するとともに，官報に掲載して行う。

ただし，法第２８条の２第 1 項に規定する貸借対照表の公告については，この法人
のホームページに掲載して行う。 

 
第１０章 雑則 

（細則） 
第５５条 この定款の施行について必要な細則は，理事会の議決を経て，理事長がこれを定

める。 
 
附 則 
 
１ この定款は，この法人の成立の日から施行する。 
２ この法人の設立当初の役員は，次に掲げる者とする。  
 理事長   芝田 淳 
 理事    浜辺 恵里香 
 理事    廣野 拓 
 理事    河原 晶子 
 理事    須藤 奈津子 
 理事    溝延 祐樹 
 理事    三角 悦久 
 理事    荒堀 瑞佳 
 監事    田中 孝史 
３ この法人の設立当初の役員の任期は，第１６条第１項の規定にかかわらず,平成３０年５
月３１日までとする。 

４ この法人の設立当初の事業計画及び活動予算は，第４４条の規定にかかわらず，設立総
会の定めるところによるものとする。 

５ この法人の設立当初の事業年度は，第４８条の規定にかかわらず，成立の日から平成２
９年年３月３１日までとする。 

６ この法人の設立当初の入会金及び会費は，第８条の規定にかかわらず次に掲げる額とす
る。 
(1) 入会金 ０円 
(2) 年会費 正会員  ３，０００円 

    賛助会員 １，０００円 
 

 

 これは，当法人の定款である。 
 鹿児島市下荒田四丁目３４番１１号 
  コスモハイツ１階 
 特定非営利活動法人つながる鹿児島 
  理 事  芝 田  淳 
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（資料）役員名簿 
 

役員名簿 
 
 

２０１９年（平成３１年）５月２１日時点（案） 
【総会後追記：総会において本案どおり承認された】 

 
 

役職名 氏  名 
役員報酬 

の 有 無 
団体以外の職業 
（ 勤 務 先 名） 

理事長 芝田 淳 無 
司法書士 
（しばた司法書士事務所） 

理 事 浜辺 恵里香 無 
看護師・社会福祉士 
（公益財団法人慈愛会今村総合病院） 

理 事 廣野 拓 無 
社会福祉士・医療ソーシャルワーカー 
（介護老人保健施設クオリエ） 

理 事 河原 晶子 無 
大学非常勤講師 
（志學館大学） 

理 事 須藤 奈津子 無 
事務局職員 
（公益社団法人鹿児島県社会福祉士会事務局） 

理 事 溝延 祐樹 無 
弁護士 
（国分隼人法律事務所） 

理 事 三角 悦久 無 
司法書士 
（司法書士事務所ひなた） 

監 事 田中 孝史 無 
司法書士 
（司法書士田中孝史事務所） 
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（資料） 
 

登記事項 
 

２０１９年（令和元年）５月２３日時点 
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